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団体活動報告

東京都 省エネ・再エネ住宅推進プラットフォーム



【協会の概要】

名 称：一般社団法人マンション計画修繕施工協会（略称ＭＫＳ）

設 立：2008年12月16日

会 長：坂倉 徹（（株）サカクラ代表取締役社長）

会員数：正会員社1６3社（他賛助会員50社）

本 部：東京都港区西新橋２－１８－２ 新橋ＮＫＫビル２Ｆ

支 部：神奈川県支部
九州支部
中部支部
北海道支部
関西・中四国支部

その他：国土交通省住宅リフォーム事業者団体登録制度 登録第1号
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【目 的】
マンション区分所有者の大切な財産である建物の長寿命化を図るべく、マ

ンション管理組合との連携のもと、共用部分の改修工事について長期修繕計
画による維持・保全を推進し、更に社会が求める改修並びに修繕工事につい
て提議して財産価値を高めるとともに、より快適な住まいの構築に努め、
もって時代の要請に応えると共に、会員の社会的地位の向上に資すること並
びに会員の共通する利益を図る活動を行うことを目的とする。

【事 業】
・マンション計画修繕に必要な技術並びに技能の研究開発
・マンション計画修繕に関する建議及び請願
・マンション計画修繕業種の確立のために必要な事業
・マンション計画修繕に必要な知識、情報、資料の収集及び提供
・マンション計画修繕に必要な各種法令講習会の開催
・マンション計画修繕施工技術に関する普及・啓発
・マンション計画修繕標準仕様書に関する調査研究
・マンション計画修繕計画に関する調査研究
・マンション計画修繕に必要な工事保証に関する事業
・マンション計画修繕における消費者保護に関する事業
・計画修繕施工管理技士の認定制度に関する事業の実施
・官公庁その他各種団体並びに機関との連携
・その他本会の目的を達成するために必要な事業



【会員社のマンション改修工事請負工事高の推移】

◇ 会員社のマンション改修完成工事高

2020年度 3,261億円

(株)矢野経済研究所「２０１７年版 マンション管理の市場展望と事業戦略」

2020年予測値 ６,793億円の約48.0％

◇ マンション改修元請完成工事高比率

2020年度 2,340億円
同上予測値 ６,793億円の約34.5％

2021年度概況調査統計結果より
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 マンション計画修繕工事の施工管理の知識

 マンション計画修繕工事 安全施工マニュアル（改訂第2版 2020年度版）

 マンション計画修繕関係法令マニュアル（改訂第3版 2019年度版）

 電気自動車(EV)・プラグインハイブリッド車(PHEV) 充電設備導入マニュアル

 マンション計画修繕工事における新型コロナウイルス対策ガイドライン

 マンション修繕工事産業廃棄物処理マニュアル

 MKS耐震改修システムマニュアル

 マンション設備改修工事チェックポイントマニュアル（改訂第２版）

 マンション大規模修繕施工管理チェックポイントマニュアル（改訂第２版）

 現居住共同住宅外壁修繕工事における石綿含有仕上塗材対応ガイドライン

 マンション計画修繕工事 品質保証標準基準とアフター点検標準基準の考え方

 マンション計画修繕工事 台風・集中豪雨等 災害対策マニュアル

 事例に学ぶ マンション計画修繕工事のトラブルと対策（オーム社）

 ヴィンテージマンションプロジェクト第１回海外視察報告書（ﾆｭｰﾖｰｸ･ﾛｻﾝｾﾞﾙｽ）

 ヴィンテージマンションプロジェクト第２回海外視察報告書（ベルリン・パリ）

【協会発行書籍】
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 電気自動車(EV)・プラグインハイブリッド車(PHEV) 充電設備導入マニュアル

初版作成 → 2011年6月発行（国土交通省の要請）

既存の分譲マンションへの電気自動車導入設備改修マニュアル

第2版改定 → 2012年11月発行

既存の分譲マンションへの電気自動車導入設備改修マニュアル

（急速充電器特別措置改正版）

全面改定 → 2022年8月発行（経済産業省の改訂要請）

既存の分譲マンションへの電気自動車(EV)・プラグインハイ

ブリッド車(PHEV) 充電設 備導入マニュアル

（2021年電気事業法改正対応版）

【作成の経緯】
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電動車充電設備改修検討委員会
※委員、オブザーバーの所属は検討委員会開催時点となります。

【委員】
宮城 秋治 一般社団法人マンションリフォーム技術協会
山田 宏至 一般社団法人マンション管理業協会
谷田部雄大 東京電力ホールディングス株式会社
小島 誠太 一般社団法人日本自動車工業会（日産自動車株式会社）
石田 道昭 日本輸入自動車組合
（協会技術委員会委員）
田中 文夫 株式会社アール・エヌ・ゴトー
清水 光久 川本工業株式会社
八十岡繁海 川本工業株式会社
高原 雅典 株式会社サカクラ
吉田 秀樹 建装工業株式会社
畠中 保 ヤマギシリフォーム工業株式会社

【オブザーバー】
服部 翔生 経済産業省製造産業局自動車課
渡辺 健作 経済産業省製造産業局自動車課
松田 学 経済産業省製造産業局自動車課
永井 萌子 国土交通省住宅局参事官（マンション・賃貸住宅担当）付

※本マニュアルの位置付け：次世代自動車振興センターHPで紹介
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2020年10月 政府の「2050年カーボンニュートラル宣言」

（2050年までに温室効果ガスの排出を実質ゼロにすることを目標）

◇マニュアル改定の背景①
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■電動化ロードマップ

各国・地域の目標※案も含む 各社の目標 ガソリンエンジンを完全撤廃するもの

【2025年】 【2025年】
　インド・マハーラーシュトラ州： 　ボルボ・カー：50%（EV） 【2026年】
　新規車両登録の10%をEVに 　アウディ：EV 100%

　インドネシア：生産の20%をEVに 【2028年】

 オペル：EV 欧州100%

【2030年】 【2030年】 【2030年】
　東京都：新車をすべて電動車に 　ホンダ：先進国40%（EV・FCV） 　メルセデス・ベンツ：EV 100%

　タイ：国内生産の30%をEVに 　トヨタ：世界販売800万台（EV・FCV・PHV・HV） 　ボルボ・カー：EV 100%

　米国：新車販売の50%をEV・FCV・PHVに 　マツダ：100%（EV25%・PHV・HV） 　ジャガー：EV 100%

　スバル：40%以上（EV・HV）

　三菱自：50%（EV・PHV・HV）

　ＶＷ：欧州70%、北米・中国50%（EV）

　ＢＭＷ：50%（EV）

　ルノー：欧州90%（EV）

　フォード：40%（EV）

　ステランティス:米国40%以上、欧州70%以上（EV・PHV）

【2030年代前半】
　日産：主要市場で100%（EV・HV） 【2033年】
　スバル：電動車100% 　アウディ：エンジン車の生産を終了

【2035年】 【2035年】 【2035年】
　日本:新車をすべて電動車に 　ホンダ：先進国80%（EV・FCV） 　ＧＭ：EV・FCV 100%

　ＥＵ：HVを含むガソリン車の新車販売を原則禁止 　トヨタ：中国50%（EV・FCV）

　英国：HVを含むガソリン車の新車販売を禁止

　米国・カリフォルニア州：EV・FCV100%

　中国：新車販売をすべて電動車に

（HV50%、EV・PHV・FCV50%）

【2040年】 【2040年】
 仏国：ガソリン車の新車販売禁止 　ホンダ：EV・FCV 100%

2025

2030

2035

2040

マニュアルP3：図1-2.世界各国とメーカーの電動化ロードマップ（出典：日刊工業新聞）

◇マニュアル改定の背景②
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☆ 充電設備がなぜ必要か？

☆ 充電設備導⼊の課題は？

P  2 １．既存マンション電動⾞⽤充電設備の導⼊の必要性
P21 参考資料１ 電動⾞の現況と今後の動向
P30 参考資料４ マンションの駐⾞場充⾜率

① 充電設備の導⼊を検討したい

② 充電設備の種類はどれを選んだら
よいのか？

④ 充電設備の費⽤負担はどう考えれ
ばよいか？

⑦ 機械式駐⾞場への導⼊はできるの
か？

⑤ 充電設備の利⽤⽅法はどうしたら
よいか？

☆ 充電設備導⼊の合意形成はどうす
ればよいか？

⑥ 充電設備の設置費⽤はどれくらい
かかるのか？

P  4 ２．充電設備の種類と選択
P27 参考資料２ 電動⾞⽤充電器の同⼀敷地内複数

契約を可能とする特別措置
P32 参考資料５ カーシェアリング
P67 参考資料９ 急速充電器が設置される場所に応

じた⽕災予防上必要な安全対策のあり⽅
P69 参考資料10 ⻑期電動⾞充電設備設置計画

P10 ３．充電設備の設置・運⽤に掛かる費⽤負担の
考え⽅

P64 参考資料８ 充電設備の費⽤を駐⾞場料⾦に上
乗せする場合の考え⽅

P17 ６．機械式駐⾞場への充電設備の設置

P13 ４．充電設備の利⽤⽅法
P29 参考資料３ マンション⽤充電器のサポートサービス

P14 ５．充電設備の設置⼯事と費⽤
P52 参考資料７ 充電設備の施⼯モデルケース

P18 ７．充電設備に関する合意形成
P33 参考資料６ 電動⾞⽤管理規約と使⽤細則例

③ 充電設備の電源はどうすればよい
のか？

◇マニュアルの全体構成（別紙課題詳細有り）
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◇マニュアル作成時の主な課題

 各マンションにおける電力契約の多様性

 電動車、充電設備の技術進歩

 充電設備の設置・運用費用の負担方法

 管理組合の合意形成

 駐車場の設置率

 機械式駐車場の取り扱い

 サービス提供事業者の取り扱い

 設置工事のモデルケース 等々
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マニュアルP30：参考資料４ マンションの駐車場充足率

図参4-1. マンション駐車場設置率（2010年～2014年）出典：東京カンテイ

参考：東京都環境局HP「建築物環境計画書」の届出データ（2022年1月29日時点）
都内の新築分譲・賃貸マンションのEV充電設備設置率2.6%

【参考】マンション駐車場の実情
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2022年度協会事業計画

◇カーボンニュートラル改修の調査・研究

リノベる㈱HPのプレスリリースより

◇今後の予定

・業界としての環境行動指針の作成

・省エネ、太陽光発電利用等カーボンニュートラル改修の推進

◇今後のカーボンニュートラルに対する取組み
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◇本マニュアルのＨＰ掲載場所


